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研究要旨 

 感染症の伝播の予測には 1）実際に経験しなくても事前の予測が可能

であること 2）介入の効果が予測できること 3）コンピュータの発達に

よりその正確性が向上したことから、数理モデルの利用が有効である。

他方、数理モデルによる評価結果の信頼性を担保するには、調査にもと

づくモデルパラメータの設定が不可欠である。研究初年度にあたる今年

度は、候補モデルの構成およびその応用可能性の検討とヒトヒト接触行

動調査とデング熱感染者調査とを行った。その結果、1) メタ個体群ネ

ットワークを用いることで対象領域への大域的侵入条件が算定でき、適

切な移動制限により感染規模の抑制が可能であること、2) デング熱疑

いのWHO基準よりも緩和した条件でも感染を捕捉できない事例が存在

することが確認され、精確な有病率推定には積極的疫学調査(ACD)が必

要であること、が明らかとなった。 

 

Ａ．研究目的 

本研究班(感染症流行の大規模シミュレ

ーションとビッグデータ解析に基づく感

染症対策研究)では、感染症流行状況の把

握、候補となる介入政策の評価、医療資

源の適切な配分に役立てられるシミュレ

ーションモデルの開発を数理的研究と調

査研究の両面から取り組む。感染症伝播

の数理モデルには、病態・年齢・地域毎

の人数の変化を記述した微分方程式から

個人の行動と確率的な伝染の成立とを計

算機プログラムとして記述した個人ベー

ス(エージェント)シミュレーションまで、

さまざまな詳細さの水準があり、目的に

応じて適切な複雑さのモデルを選択する

ことが重要である。 

高い記述力を持つモデルほど、多くの

パラメータを持ち、その適切な設定は計

算結果を信頼性あるものにする上で不可

欠である。ヒトとヒトの接触行動を記述

するパラメータはなかでも最も重要なパ

ラメータであるが、対応する調査は依然

不足しており、ヒトとヒトの接触の様子

を調べること、またその様子を数理モデ

ルに活かすことは、今後のインフルエン

ザの流行に関する対策を立てる上でも必

須となる。また、これらのパラメータは

過去の感染動向を再現するようにシミュ

レーションをキャリブレーションするこ

とで推定されるが、そのためには感染例

数から実際の感染規模を正しく復元する

ことが重要になる。その際に障害となる



のが不顕性感染者の存在である。 

 このような背景から研究初年度である

今年度は、個人ベースシミュレーション

モデル(担当:統計数理研究所・斎藤正也)

とメタ個体群モデル(東京大学・合原一

幸・田中剛平)を候補モデルとして、感染

症対策への応用可能性を評価した。また、

シミュレーションモデルの設定に裏付け

を与えるために、接触行動に関する基礎

データの文献調査(宮崎大学・竹内昌平)、

ソロモン諸島におけるデング熱ウィルス

感染者調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

個人ベースシミュレーションモデルは、

計算負荷が高いが、特定の学校群での学

級閉鎖のような個別的な介入の効果を自

然に計算に取り入れることが可能という

特徴がある。我々は百万人規模の都市圏

での感染症伝播を扱えるシミュレータを

開発した。模式図(図 1)に示すように鉄道

による人の移動と接触が感染伝播の駆動

力になっている状況を想定する。介入政

策評価への利用可能性を示すために、イ

ンフルエンザを対象にワクチン接種対象

者の選択によって集団免疫がどの程度変

化するかを見積もった。一般に、流行に

先立って接種者全員分のワクチンを備蓄

することは不可能であり、優先接種対象

者を決める必要がある。通常、医療従事

者、高齢者などの高リスク者、その他一

般の希望者という順序になっているが、

集団免疫の強化、すなわち感染伝達を起

こりにくくするという観点からは、接触

頻度が大きい学生・会社員を優先すると

いう考え方もある。 

 

 

図 1 考察の対象とする個人ベースシミュレーションモデルの模式図 

 

感染症の伝播を記述する数理モデルに

は、個体レベルの感染状態を記述するエ

ージェントベースモデルや、集団レベル

の感染規模を記述するポピュレーション

モデルなどがあるが、近年、部分集団レ

ベルの感染伝播を記述するメタ個体群モ

デルが注目されている。メタ個体群モデ

ルは、エージェントベースモデルのよう

に個体間接触パターンの複雑性をある程

度反映しながら、ポピュレーションモデ

ルのように数理的解析が可能であるとい

う利点を持つ。これまで単一の交通網に

よる個体の移動を考慮したメタ個体群モ

デルは広く研究されてきたが、人の移動

手段は様々であり、実際には異種の交通

網（航空網と列車網など）を考慮する必

要がある。 

そこで、相互接続された複数のメタ個



体群ネットワーク（図 2 参照）上の感染

伝播モデルにおける流行規模や流行閾値

の解析を行った。各個体は、感受性宿主

と感染性宿主のいずれかの状態であると

仮定した。すなわち、感染ダイナミクス

はいわゆる SIS モデルを想定している。

我々は、平均場近似を用いて、初期のわ

ずかな感染者の流入によって大域的な感

染流行が引き起こされる条件、すなわち

大域的侵入条件を理論的に導出した。 

 
図 2：２つの相互接続したメタ個体群ネッ

トワークの例 

 

デング熱ウィルス感染者の調査地は，

ソロモン諸島国ガダルカナル島，首都ホ

ニアラから東に 50 kmほど離れた東タシ

ンボコ地区の村である。筆者はこの地区

でソロモン諸島国立健康訓練研究所

(NHTRI) と共同で 2006 年から 2011 年

まで半年ごとに健診を実施しており（当

該研究は当時筆者が在籍していた群馬大

学とソロモン諸島国保健省の疫学研究倫

理審査委員会から許可を得ている），住民

は健診参加に慣れている。今回も，村運

営委員会議長及びキリスト教教会関係者

に調査目的を説明し，すぐに調査実施へ

の同意を得ることができた。 

 調査項目は，(1) ガダルカナル州保健局

職員により受け付けし，同意を得てから

頭痛等の身体症状と蚊帳の使用状況を聞

き取り，(2) 非接触式赤外線体温計により

額から体温計測し，(3) 指先穿刺による血

液を使って塗抹標本を作製し，ギムザ染

色後に NHTRI の検査技師がマラリア感

染の有無を検鏡，(4) 同時にマイクロピペ

ットにより 50～100 μLの血液を採取し，

Bio-Rad社 Dengue NS1 Ag stripにより

デングウイルス感染の有無を判定した。 

なお、倫理面への配慮に関して、以前

からマラリアの高度流行地であったため，

NHTRI が指先穿刺によるマラリア検査

をルーティンで行っており，今回の調査

も NHTRI 及びガダルカナル州政府によ

る健診に参加する形で実施したので，特

別に倫理審査を受ける必要は無かった。

もちろん，安全面と個人情報保護には特

に注意し，マラリア陽性の人がいた場合

にはガダルカナル州政府保健局が治療フ

ォローアップをすることにしていた。 

 

Ｃ．研究結果 

個人ベースシミュレーションによって、

ワクチンの優先接種の効果を評価した計

算では、最初の 1 か月間の接種対象を学

生・会社員とした場合、非接種者内での

罹患率を半分以下に低下させられるのに

対し、非勤労者(入院患者や高齢者をまと

めた群)とした場合、ほとんど変化がない、

つまり、ワクチンの恩恵は接種者のみに

限定されるという結果が得られた。さら

に前者の場合、高齢者死亡率も小さくな

り、高リスク者を犠牲にせずに集団免疫

を高めることができると考えられる。 

図 3は、人口の 16%に 1ヶ月掛けてワ

クチンを接種した場合の、非接種群にお

ける感染者割合を示したもので、ランダ

ムにワクチンを接種するのに比べて、会

社員に集中配分することで感染者割合を

低下させることができることを示してい

る。感染数時系列によると、会社員への



集中配分により、ワクチン接種を実施し

ない場合の感染の爆発的な流行が抑えら

れていることの反映と考えられる。 

 

図 3 経過日数 180 日目における非接種

者にしめる感染者の割合。選択的投与の

効果を見るために、接種者を在宅者から、

全住民からランダムに、会社員から、そ

れぞれ選択した場合の結果を示している 

 

 メタ個体群ネットワーク間の移動パタ

ーンと移動割合は共に流行規模や大域的

流行閾値に影響を与えることが分かった。

簡単のため、２つの相互接続したメタ個

体群ネットワークを用いたシミュレーシ

ョンを行い、移動パターンと移動率が感

染規模にどのように影響するかを示し、

理論結果を検証した（図 4、図 5）。その

結果、非常に偏った移動パターンは大規

模流行を引き起こすが、適切な移動制限

を課すことで流行閾値が増加して、感染

規模を抑えられることを明らかにした。 

 

図 4 流行規模(ρI)の人口密度(ρ0)依存性。

移動率(τ)により、異なるカーブが得られる 

図 5 移動率に依存して、感染が広がらな

い(Free state)、片方のネットワークでの

み広がる(M1, M2)、両方のネットワーク

で広がる(M1 and M2)、という異なる状態

が生じる 

 

オランダのWallingaらは、呼吸器感染

を起こす病原体の伝播に関して、ヒトの

社会的接触が重要であると考え、Utrecht

において 2106 人にインタビューを行い、

1 週間当たりの会話の回数を調査し、「1

週間当たりの年齢グループ別接触割合」

と地域の年齢構成によらない標準化され

た接触割合として、「年齢別標準化接触割

合」を示している。これを感染伝播シミ

ュレーション内で用いる次世代行列 (大

まかには、集団 iのメンバーが平均的に集

団 j に生み出す新たな感染者の数を要素

とする行列)を計算するに用いることはで



きる。しかし、接触行動には国や地域な

どさまざまな要因による多様性があり、

この年齢別標準化接触割合を日本の研究

に当てはめることは望ましくない。そこ

で、竹内らは宮崎県内のある町で同様の

調査を行うことで、表 1に示すような 10

歳階級の接触行動数を推定した。 

 

 
表 1 宮崎県A町における 1週間あたりの年

代別接触行動数 

 

ソロモン諸島東タシンボ地区における

デング熱感染者調査の概況と不顕性感染

割合の推定結果を以下に示す。クリスマ

ス直前の調査であったため，住民約 200

人のうち，健診当日に在村していたのは

半数に満たなかったと思われる。そのう

ち，子供から成人まで含めて 68人が健診

に参加した。バスで 30分以上掛かる病院

に行くほど体調を崩している人は含んで

いない。 

 マラリア陽性の者は皆無であった。デ

ングウイルスは陽性が 1 名，±が 5 名で

あった（ただし 9 名は陽性コントロール

の反応線も見られなかったので測定失敗

であった）。蚊帳は 64 名が毎晩使用して

いた。デング熱陽性者 1 名と±のうち 4

名は蚊帳を使用しており，デングウイル

ス感染と蚊帳使用は関係がなかった。 

 非接触式赤外線体温計で測った体温の

分布を図 6 に示す。38℃以上を示したの

は 1 人だけだったが，その 1 名を含む 8

名が発熱を感じていた。ただし，発熱を

感じていても 36℃台の人が大半であった。

発熱を感じている人と感じていない人の

間でWelchの方法により体温の平均値を

比較しても統計学的な有意差はなかった

（前者が平均 36.8℃，後者が平均 36.4℃，

p=0.28）。 

 ±を含めたデングウイルス陽性をアウ

トカムとして体温による ROC 分析をし

た結果を図 7 に示すが，最適カットオフ

を使っても感度，特異度ともに 0.6 程度

であり，体温だけではデングウイルス感

染状況を評価する役に立たないことが示

された。 

 発熱以外の体感身体症状としては，頭

痛が 14名，眼窩の奥の痛みは 6名，筋肉

痛 7名，関節痛 10名，発疹 0名，怠さ 2

名であった。WHOの基準のうち出血傾向

と白血球減少についてはデータがないこ

とと，測定結果で 38℃以上だった人が 1

名しかいなかったので，基準を緩めて，

主観的発熱に加えて 1 つ以上の身体症状

を呈した者を症状からデング熱疑い例と

考えると，該当する者は 5 名のみであっ

た。そのうち 3 名からはデングウイルス

が検出されなかったが，2名が±であった。 

 
図 6赤外線体温計で計測した体温分布 



 
図 7 デングウイルス陽性をアウトカムす

る体温による ROC分析結果 

 

Ｄ．考察 

デングウイルス陽性の 1 名がこの疑い

例に該当しなかったので，伝播モデルに

用いる有病割合としては，今回用いた方

法のように，症状が全くない人も含めて

積極的疫学調査(ACD)を行う必要がある

と考えられた。 

 

Ｅ．結論 

メタ個体群ネットワークを用いること

で、大域的侵入条件を解析的に評価でき、

その応用として移動制限により感染規模

を緩和できることを明らかにした。ここ

で示した解析の枠組みは、異種の交通網

を通じて移動する個体集団における感染

伝播をより良く理解することを可能とし、

人の移動パターン情報に基づいて長距離

移動制限や交通流制御等の介入方法を検

討する上で有用であると期待される。次

年度以降、竹内らが行った接触行動デー

タを取り込むことで、具体的に日本での

インフルエンザ等の流行状況を想定した

算定に取り組みたい。 

デングウイルス感染者調査から、ソロ

モン諸島の村落において見かけ上健康に

暮らしている人のデングウイルス有病割

合（保有確率）は，1/68～6/59 の間であ

り，二項分布により 95%信頼区間を考え

ると，0.037%から 20.8%の間と考えられ

た。来年度は，不顕性感染割合としてこ

のパラメータを用い，ソロモン諸島で得

られている統計データと合わせてデング

熱伝播モデルを適用し，放置した場合と

何種類かの介入を行った場合に予測され

る有病割合の分布を求めることを計画し

ている。 
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